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－総括1－ 

 
新規事業及び重要事業総括表 

 
 
Ⅰ 総 額 
 
 【一般会計】 

区分 平成２５年度 平成２４年度 伸び率 

予算総額 １８３,０２８,６３７千円 １７９,７６１,６５６千円 １．８％ 

一般会計構成比        １０．９%        １０．９%    － 
 
  【母子寡婦福祉資金特別会計】 

予算総額 ９６８,５３１千円 １，１３３,０３４千円 △14.5％ 
 
 
 
Ⅱ 主な新規事業および重要施策                     （単位 千円） 
 
 １ 子育ての安心 

  Ｐ １ 一部新規 保育所待機児童対策の推進【子育て支援課】      ６,４２８,７０１     

  Ｐ ２ 新規 マンション内“家チカ”保育所の促進【子育て支援課】     ３,４６５(再掲) 

  Ｐ ３ 新規 共働き世帯を支援する幼保連携の促進【子育て支援課】    １５,１２９(再掲) 

  Ｐ ４ 新規 保育士の人材確保対策の推進【子育て支援課】     １,０２６,８７７     

  Ｐ ５    放課後児童クラブの充実【少子政策課】      ３,４５６,９３０     

  Ｐ ６    パパ・ママ応援ショップ事業の推進【少子政策課】      １３,７８９     

  Ｐ ７ 一部新規 児童虐待防止対策の充実【こども安全課】           ２１２,４８８     

 

  ２ 健康・介護の安心 

  Ｐ ８ 新規  コバトンお達者倶楽部支援事業【高齢介護課】    ２５,０９０   

  Ｐ ９     特別養護老人ホーム等の整備促進【高齢介護課】   ４,２０７,２７４   

  Ｐ１０     市町村介護保険財政支援【高齢介護課】    ５３,７７７,５９９   

 

  ３ 障害者の自立・生活支援 

  Ｐ１１ 一部新規 発達障害児・者への支援 【福祉政策課】         １８１,５３２   

  Ｐ１３    グループホーム等の整備促進【障害者自立支援課】       ２７７,３５９ 

  Ｐ１４    障害児(者)福祉施設等施設整備費【障害者自立支援課】  ２,６１２,５０５ 

   

 ４ 生活保護受給者への支援 

  Ｐ１５    生活保護受給者チャレンジ支援事業【社会福祉課】    １,０２４,９９０   



－総括2－ 

 

  ５ 大規模災害への備え 

  Ｐ１６ 新規 障害児（者）福祉施設等防災拠点スペース整備【障害者福祉推進課】 

             １３６,９１８ 

  Ｐ１７ 一部新規 社会福祉施設等の耐震化の促進【社会福祉課】      ２１８,２１２ 

 

 ＜参考＞ 福祉３プランの推進 

  Ｐ１８  一部新規 埼玉県子育て応援行動計画の推進【少子政策課】    １６,２９７,５２９ 

                        【子育て支援課】 

                        【こども安全課】 

  Ｐ２１ 一部新規 埼玉県高齢者支援計画の推進【高齢介護課】     ６３,５６０,６２８ 

                      【社会福祉課】 

   Ｐ２４      埼玉県障害者支援計画の推進【障害者福祉推進課】  ２２,３４４,６３５ 

                                            【障害者自立支援課】 

                                           【福祉政策課】 

                                           【社会福祉課】 



一部新規 
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保育所待機児童対策の推進 

 

担当 子育て支援課 保育施設担当 

内線 ３３２８ 

１ 目  的 

  【保育サービス受入枠の拡大】 

  保育所の待機児童を解消するため、認可保育所の整備のほか、企業や幼稚園と

連携するなど多様な保育サービスの整備を進め、４，０００人分の受入枠の拡大

を図る。 

 

２ 予 算 額     ６，４２８，７０１千円 

 

３ 事業概要 

保育サービス受入枠拡大に向けた取組 
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保育サービス受入枠と待機児童数の推移 待機児童数（人）受入枠（人）

待機児童数（4/1現在）

＋4 ,000
＋4, 661
（見込み）

＋4 ,380

＋4 ,784

＋3 ,109
＋2 ,397

［参考］

受入枠拡大数

H25 H24

保育所の整備 安心こども基金による保育所整備など 4,184,729 3,100 2,930

[新]マンション内“家チカ”保育所の促進 3,465 40 －

企業内保育所の整備促進 (86,904) 320 320

[新]共働き世帯を支援する幼保連携の促進、
認定こども園の整備

1,928,549 130 60

幼稚園による預かり保育の促進 (442,540) 80 70

低年齢児対策 家庭保育室の開設・拡充、保育ママの促進 311,958 330 620

6,428,701 4,000 4,000

                                                      　　　                                       ※（　　）は除く

受入枠

幼稚園の活用

企業の活用

合計

施策名 内容 予算額
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マンション内“家チカ”保育所の促進 

 

 担当 子育て支援課 保育施設担当 

 内線 ３３２８ 

 

１ 目  的 

  【マンション建設に伴う保育需要増への対応】 

  マンション建設に伴う保育需要の増加に対応するため、入居者向けの認可保育

所並みに質を確保した保育施設に運営費等を助成し、マンション事業者の保育施

設設置を促進する。 

 

２ 予 算 額     ３，４６５千円 

 

３ 事業概要 

  認可保育所並みに全員が保育士であることや調理員を配置するなど、質の確保

された入居者向けの保育施設の開設に必要な経費及び運営費の一部を助成する。 

（１）対象か所 

２か所４０人分 

 

（２）保育施設開設準備事業                   ２２５千円 

   新築マンション内に保育施設を開設するに当たり、必要な物品等の購入費を

助成する。 

 

（３）保育施設運営事業                    ３，２４０千円 

   認可保育所並みに質の確保されたマンション内保育施設に対し、運営費を助

成する。 

 

 

 

マンション
事業者

市町村
県

子育て世代

それぞれのメリット

高付加価値のマンションの提供

待機児童の解消 子育て環境の充実

マンション内
“家チカ”保育所
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共働き世帯を支援する幼保連携の促進 

 

 担当 子育て支援課 保育施設担当 

 内線 ３３２８ 

１ 目  的 

  【幼稚園・家庭保育室等を活用した待機児童対策】 

  主に０～２歳児を保育する家庭保育室等と３～５歳児を保育する幼稚園が連携

して認定こども園と同様の機能を持つことにより、増大する保育ニーズに対応す

る。 

 

２ 予 算 額     １５，１２９千円 

 

３ 事業概要 

  家庭保育室等に通っている幼児を３歳児以降は幼稚園で受入れられるよう、幼

稚園の開園時間を延長するための経費や家庭保育室等との交流経費を助成する。 

（１）対象か所 

   ３市町村（計９園）９０人分 
 

（２）共働き世帯対応運営支援事業              ８，２８９千円 

   共働き世帯に対応するため、開園時間の延長や夏休みの保育に必要な経費の

一部を助成する。 
 

（３）家庭保育室等連携事業                 ６，８４０千円 

   幼稚園が家庭保育室等と日頃から交流の機会を設けたり、家庭保育室等が朝、

夕に幼稚園の補完として一時的な保育を行ったりする経費の一部を助成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

働くママを応援！埼玉版幼保連携事業
～既存施設を活用した待機児童対策！～

対応策

０歳～２歳 ３歳～５歳

３
歳
の
壁

家庭保育室＋幼稚園で待機児童対策

メリット

１

家庭保育室と幼稚園の連携を促進

共働き世帯に対応する幼稚園を促進

２

朝８時３０分から夕方６時３０分まで保育
夏休みや冬休みも保育

１ 保育に加え学校教育を受けられる ３ ３歳以降の受入先が確保され入室者増

２ 共働き世帯の入園者増 ４ 既存施設で効果的な待機児童対策

幼稚園家庭保育室

３歳以降の受入先が課題 働くママにとっては短い開所時間

保護者

幼稚園

家庭保育室

行 政

幼稚園と家庭保育室の日常的な交流
幼稚園の時間外は家庭保育室での受入れ
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保育士の人材確保対策の推進 

 
                                       担当 子育て支援課 保育運営・幼保連携担当 
                       内線 ３３３４            
 
１ 目  的 

  【保育士の人材確保】 

 保育士の人材確保に向けて、保育士資格を持ちながら、保育所で勤務していない潜在

保育士の就職等を支援する「保育士・保育所支援センター」の設置、家庭保育室等の保

育従事者の保育士資格取得支援、保育士の処遇改善等を実施し、子どもを安心して育て

ることができる体制を整備する。 

 

２ 予 算 額     １，０２６，８７７千円 

 

３ 事業概要 

（１）保育士・保育所支援センターの開設       ８，２００千円 

保育士資格を持ちながら、保育所で勤務していない潜在保育士の就職や保育所の潜

在保育士活用支援等を行う「保育士・保育所支援センター」を設置・運営する。 

 

（２）認可外保育施設における保育士資格の取得支援      １７，７６０千円 

家庭保育室等に勤務している保育士資格を有していない保育従事者が保育士資格を

取得する費用を助成する。 

 

（３）保育士の処遇改善                  ９９０，４５８千円 

 私立保育所に勤務する保育士等の処遇改善を図るため、保育所運営費の民間施設給

与等改善費を基礎に、加算措置を実施する。 

   

（４）保育士研修の実施                １０，４５９千円 

保育の質の向上を図るため、保育士及び幼稚園教諭を対象とした研修を実施する。 

また、保育士等を対象とする研修に参加する費用の補助を行う。 
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放課後児童クラブの充実 

 
                                            担当 少子政策課 子育て環境整備担当 
                      内線 ３３２９            
 
１ 目  的 

  【放課後児童クラブの充実】 

 共働き等で、昼間保護者のいない家庭の小学校低学年児童等の健全な育成を図るため、

遊びや生活指導を行う「放課後児童クラブ」の運営に必要な経費を補助するとともに、

大規模クラブの解消を図るため放課後児童クラブの整備を促進する。 

 

２ 予 算 額     ３，４５６，９３０千円 

 

３ 事業概要 

（１）放課後児童クラブ運営費の補助        ２，９８２，５５８千円 

平成２４年度に引き続き、入所児童が適正規模（４０人程度）のクラブの運営費

を手厚くする。 

対象クラブ数  ９２２か所（さいたま市・川越市は対象外） 

負 担 区 分  国１／３、県１／３、市町村１／３ 

 

（２）放課後児童クラブの整備の促進      ４７４，３７２千円 

    児童の安全・情緒の安定の観点から、１クラブ当たりの入所児童数７１人以上の 

大規模クラブから適正規模への移行促進等を図るため、新設整備だけではなく、学 

区内での既存施設の改修整備などをすすめる。 

 また、障害児を受け入れるために必要な改修等の経費を助成する。 

 対象クラブ数（さいたま市・川越市は対象外）  

施設整備費（新設整備費）                 ２７か所 

   設置促進事業費（改修整備費）               １３か所 

   環境改善事業費（既存施設等の設備整備費）         ３０か所 

   障害児受入促進事業費（障害児受入に必要な設備整備費）   １０か所 

 負 担 区 分  国１／３、県１／３、市町村１／３ 
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パパ・ママ応援ショップ事業の推進 

 

 担当 少子政策課 企画・子育てムーブメント担当 

 内線 ３３４３ 

 

１ 目  的 

  【子育てを応援するムーブメントの醸成】 

  子育て世帯への優待制度である「パパ・ママ応援ショップ」事業や乳幼児連れの外出を

支援する「赤ちゃんの駅」登録事業をさらに充実させ、「子育てムーブメント」の社会全

体への浸透を図る。 

 

２ 予 算 額     １３，７８９千円 

 

３ 事業概要 

（１）「パパ・ママ応援ショップ」事業               １３，３９９千円 

・協賛ポスター・ステッカー作成、専用ホームページの管理運営等 

 

（２）「赤ちゃんの駅」登録事業                     ３９０千円 

・授乳やおむつ替えができる施設の「赤ちゃんの駅」としての登録業務 
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児童虐待防止対策の充実  

 
    担当 こども安全課 総務･児童相談担当  

内線 ３３３５             
 
１ 目 的 

【児童虐待防止対策の推進】 

    児童虐待に対する効果的な取組への助成や研修の実施などにより、市町村の体制を強

化するとともに、児童相談所の機能を強化し虐待通告への適切な対応を行う。 
 
２ 予 算 額     ２１２，４８８千円 

 

３ 事業概要 

（１）市町村における相談体制強化                ３４，０６７千円 

ア モデル市による効果的な児童虐待相談体制の構築（２市） 

 イ 虐待相談の中核となるケースワーカーの養成 

ウ 相談援助技術向上のための支援 

   

（２）児童相談所における相談機能強化              ９６，８４２千円 

ア 警察官ОＢ職員の増員配置（３人→７人） 

イ 虐待相談対応職員の配置 

 

（３）児童虐待ケア対策の強化                  ８１，５７９千円 

ア 児童虐待防止啓発事業の展開 

イ 児童相談所と一時保護所への心理職員の配置 
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コバトンお達者倶楽部支援事業 

                             

担当 高齢介護課 総合支援サービス担当 

内線 ３２６１           
 
１ 目 的 

  【介護予防・健康づくりの促進】 

「閉じこもり」を防止するため、高齢者が目標をもって気軽に外出することに取り組

めるよう、官民が一体となって事業を実施し健康を維持する生活習慣を醸成する。 

 

２ 予 算 額     ２５，０９０千円 

 
３ 事業概要 

高齢者の「閉じこもり」等を防止するきっかけづくりとして、高齢者が加盟店で買物

をした際に、カード（有効期限３か月／スタンプ欄１０個）にスタンプを押印してもら

い、スタンプ欄が埋まったときに加盟店から特典の提供を受ける事業を全県的に実施し、

介護予防の取り組みを支援する。 

また、加盟店の従業員が声掛け隊になり、高齢者に声掛けを行う。 

 

 

 

     高齢者の特性などを習得し、高齢者に

挨拶やこの事業の周知などを行う。 

声掛け隊      

 

高齢者 
地域包括 

支援センター 

又は市町村 

①カードを 

 もらいに行く 
③買物に 

 出かける 

 

②カードを配布 

 事業の説明 

④スタンプ押印 

 特典提供 

（加盟店が負担） 

加盟店 

声掛け隊 

お体お変わり

ありませんか 

声掛け 

コバトンお達者 

倶楽部カード 
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特別養護老人ホーム等の整備促進 

 

担当 高齢介護課 施設整備担当 

内線 ３２６０          

 

１ 目  的 

  【特別養護老人ホームの整備促進による介護基盤の充実】 
  特別養護老人ホームの整備等に要する費用の一部を補助することにより、特別

養護老人ホームの整備等を促進し、介護基盤の充実を図る。 
 
２ 予 算 額     ４，２０７，２７４千円 
 

３ 事業概要 
（１）特別養護老人ホーム等の整備          ３，６７６，２７４千円 
    特別養護老人ホームの創設及び増床を促進するため、整備を行う社会福祉

法人に対し整備費を補助する。 
    平成２５年度は、１７施設１，６９７人分が完成する予定。 

・補助基準 
  施設整備費（創設3,000千円／人、増床2,160千円／人、改修増床 補助率1/2）
  設備整備費（補助率1/2（上限25,000千円）） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
（２）老朽化施設の居室環境等改善                    ５３１，０００千円 
       老朽化した特別養護老人ホームの居室環境等を改善するため、改築又は大

規模修繕を行う社会福祉法人に対して整備費を補助する。 

    ・改築 ３施設   ・大規模修繕 ３施設  

・補助基準 
   施設整備費（改築3,000千円／人、大規模修繕 補助率1/2） 
  設備整備費（改築 補助率1/2（上限25,000千円）） 

 

２６，８６５人分

２５，１６８人分

２３，４７８人分

２２，１７６人分

２１，２１３人分

２０，２９９人分

Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 Ｈ２２年度 Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度
（実績） （実績） （実績） （実績） （見込み） (予算）

６，５６６人分を整備

特別養護老人ホームの整備見込

※　政令市・中核市・自費整備分を含む。
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市町村介護保険財政支援  

 
 担当 高齢介護課 介護保険担当 
 内線 ３２５８                           

 

１ 目  的 

  【市町村の介護保険制度運営に係る財政支援】 

  市町村の介護保険給付及び地域支援事業に要する費用の所定割合を負担するととも

に、介護保険財政の安定化を図るため、基金を管理し、資金の交付・貸付事業を行う。 

 

２ 予 算 額     ５３，７７７，５９９千円 

 

３ 事業概要 

（１）介護給付費負担金                          ５１，７６６，４６１千円  

 

（２）地域支援事業交付金                 １，５７７，８９３千円 

  ア 介護予防・日常生活支援総合事業、介護予防事業     ３７７，８０４千円 

イ 包括的支援事業・任意事業                    １，１９８，８０６千円 

  ウ 過年度精算交付額                     １，２８３千円 

 

（３）介護保険財政安定化基金事業                    ４３３，２４５千円 

  ア 積立金                                     ３３，２４５千円 

  イ 貸付金                                 ４００，０００千円 

 
 

  
 ６５歳以上の保険料  
   年金からの特別徴収  

普通徴収 ① 
 
② 

  

 ４０歳から６４歳までの保険料 

   (医療保険料と併せて支払う) 

精
算
交
付 

 国 

     施設等給付費     ２０％ 

     その他の給付費   ２５％ 

    （うち５％は調整交付金） 

精
算
交
付 

 埼玉県  

    施設等給付費     １７．５％ 

    その他の給付費   １２．５％ 

精
算
交
付 

 
 市町村           １２．５％  
 

精
算
交
付 

 

(3)介護保険財政安定化基金    

事業 

ア 積立金：   33,245千円 
 (ｱ)貸付償還金  
             18,333千円 

  ①②による貸付の償還金  
 (ｲ)基金運用益 

        14,912千円 
イ 貸付金： 400,000千円 

(1)介護給付費負担金 
   県は、介護給付に要する 
費用のうち 

  施設等給付費：17.5% 
  その他給付費：12.5% 
 を負担する。     
  51,766,461千円 

介護給付費 

21% 

29% 

50% 

①保険料未納 ②給付費増 
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発達障害児・者への支援 

 
                      担当 福祉政策課 発達障害対策担当 
                      内線 ３５６７ 
 

１ 目  的 

  【発達障害の早期発見・早期支援を促進】 

発達障害の早期発見・早期支援を充実させるため、人材の育成、親への支援、診療・

療育体制の強化に引き続き取り組む。また、小学校就学前から就学後に継続した支援を

実施するため、幼稚園・保育所と小学校の意見交換や事例検討を行う場を設定する。 
 
２ 予算総額     １８１，５３２千円 

 

３ 事業概要 

（１）人材の育成                      ２２，６３１千円 

  ア 市町村 

   ・「発達支援マネージャー」の育成 

     全市町村に発達障害の知識を有し、支援の中心となる人材を育成 

  イ 保育所・幼稚園・地域子育て支援センター 

   ・「発達支援サポーター」の育成 

     全ての保育所・幼稚園・地域子育て支援センターを対象に発達障害の知識を有

し早期発見ができる人材を育成 

   ・管理職研修の実施 

     発達支援に対する組織的取組を促進するため、幼稚園・保育所のトップに対す

る研修を実施 

 ウ 医療・療育の専門職 

  ・医師及び看護師に対する研修 

    小児科及び精神科を対象に実施 

  ・療育を担うセラピスト（作業療法士等）の育成 

    職種別の研修及び職種合同の現場研修の実施 

  ・保健師及び障害児通所施設の職員に対する研修 

    実践的な支援手法を習得し、地域で療育や親支援ができる人材を育成 

 

（２）幼保と小学校の連携                  １１，４９６千円    

  ア 幼保から小学校へつなぐ発達支援 

   ・幼稚園、保育所等及び小学校間の情報交換と相互理解を促進 
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     幼稚園・保育所等から小学校へ発達支援の継続を図るため、保育士、教諭、特 

    別支援学校、臨床心理士等の専門職及び市町村が一堂に会し、ケーススタディを 

    実施 

  イ 管理職研修の実施 

     小学校で発達支援を組織的に実施するため、校長、教頭など、重要な役割を果 

    たす教員の研修を実施 

  ウ 小学校で発達支援ができる人材の裾野を拡大 

     生活・学習支援の双方を理解し、発達支援できる人材の裾野を拡大するため、 

    発達障害の医学的基礎知識や療育方法を学ぶ講座を開催 

 

（３）親への支援                      ４７，１７３千円    

  ア 保育所、幼稚園、地域子育て支援センター、障害児通所施設を巡回支援 

     臨床心理士などの療育の専門職等が巡回し、施設職員への助言や保護者への育

児相談等を実施 

  イ 親のストレスを解消する子育て応援講座の実施 

  ウ ペアレントメンターによる相談の実施 

     発達障害の子供を持つ親が自らの子育て経験を生かし、相談・助言を実施 

 

（４）診療・療育体制の強化                 ６３，４８９千円   

  ア 中核発達支援センターの運営（３か所） 

     医療型障害児入所施設に医師・看護師等を配置し、診療と療育を一貫して実施 

  イ 地域における療育の実施（４か所） 

     障害児通所施設に専門職を配置し、個別療育、親への療育相談、市町村と連携 

    した子育て教室等を実施 

 

（５）その他                        ３６，７４３千円   

   ・発達障害者支援センター「まほろば」の運営 

   ・発達障害者支援体制整備検討委員会の開催 

 

＜参 考＞ 

【発達障害とは】先天的な脳機能障害であって、以下のような障害がある。 

   ・自閉症、アスペルガー症候群等の広汎性発達障害（例：対人関係が困難等） 

   ・学習障害（例：「読む」「書く」「計算する」等のいずれかが著しく困難） 

   ・注意欠陥多動性障害（例：「不注意」「多動・多弁」「衝動的な行動」） 
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グループホーム等の整備促進 

 

担当 障害者自立支援課 地域生活支援担当 

内線 ３３１８ 

 

１ 目  的 

  【障害者の地域生活の支援】 

  障害者の住まいの場となるグループホーム・ケアホーム等（以下「グループホー

ム等」）の整備費を社会福祉法人等に助成し、障害者の地域生活を支援する。 

 

２ 予 算 額     ２７７，３５９千円 

 

３ 事業概要 

（１）創設等に係る費用の助成               ２１３，１５９千円  

   社会福祉法人、ＮＰＯ法人などが設置するグループホーム・ケアホーム等の創

設等に係る建設費を助成する。 

     ・補助施設数   １０か所  

 

（２）改修に係る費用の助成                 ６４，２００千円  

   アパートや一般住宅の賃貸物件などを改修してグループホーム等を運営する

場合に、改修費を助成する。 

     ・補助施設数   １７か所 
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障害児（者）福祉施設等施設整備費 

 

             担当 障害者自立支援課 施設整備・法人指導担当 

             内線 ３３１３ 

 

１ 目 的 

  【障害者の地域生活の支援】 

   障害児（者）の生活の場である入所施設や通所事業所等の整備費を社会福

祉法人等に助成し、障害者の地域生活を支援する。 

 

２ 予 算 額     ２，６１２，５０５千円 

 

３ 事業概要 

（１）入所施設の創設                ３４８，４００千円 

   社会福祉法人が設置する入所施設の創設に係る建設費を助成する。 

   ・補助施設数 １か所  

 

（２）通所事業所の創設               ５７１，６１９千円 

   社会福祉法人等が設置する通所事業所の創設に係る建設費を助成する。 

   ・補助施設数 ６か所 

 

（３）老朽改築・大規模修繕             ５７８，６６２千円 

   老朽化した障害者施設の改築・大規模修繕等に係る費用を助成する。 

   ・補助施設数 ３か所 

  

（４）耐震化整備                １，１１３，８２４千円 

   昭和５６年以前に建築された障害児（者）施設の耐震化整備に係る費用を

助成する。 

   ・補助施設数 ４か所 
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生活保護受給者チャレンジ支援事業  

 
担当 社会福祉課 保護担当  

  内線 ３２７３    
 
１ 目  的 

  【生活保護受給者の自立支援】 

貧困の連鎖を断ち切るとともに、就労可能な生活保護受給者の急増等の課題に対応

するため、教育、職業訓練及び住宅に関する支援員を配置し、福祉事務所のケー

スワーカーと連携して、生活保護受給者の自立を支援する。 

 

２ 予 算 額     １，０２４，９９０千円 

 

３ 事業概要 

（１）教育支援員事業         ４０５，４３７千円 

    教育支援員が、生活保護受給世帯の中学生を対象に学習教室を設置して高

校進学を支援するとともに、高校生を対象に中退防止に向けた支援を行う。 

 

（２）職業訓練支援員事業         ３３２，４６３千円 

    職業訓練支援員が、生活保護受給者の職歴や適性に応じて職業訓練の受講

に結びつけ、再就職までマンツーマンで一貫した支援を行う。 

 

（３）住宅ソーシャルワーカー事業       ２８７，０９０千円 

    住宅ソーシャルワーカーが、無料低額宿泊所に入所している生活保護受給

者の年齢や生活能力等を踏まえて民間アパートや社会福祉施設に入居させ、

安定した地域生活が送れるようマンツーマンで支援する。 
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障害児（者）福祉施設等防災拠点スペース整備 

 

                  担当 障害者福祉推進課 障害者計画・団体担当 
                  内線 ３２９４       
 

１ 目  的 

 【災害時における障害者の支援】 

  障害児（者）施設において福祉避難所の指定を受けるため、受入スペースの整備に要 

する費用を社会福祉法人等に助成し、障害者向けの福祉避難所の設置促進を図る。 

 

２ 予 算 額     １３６，９１８千円 

 

３ 事業概要 

災害時に備え、社会福祉法人等が障害児（者）施設に避難スペースを整備する費用を

助成する。 

 

  ・補助施設数   ６か所 
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社会福祉施設等の耐震化の促進  

 
担当 社会福祉課 施設指導担当  

                     内線 ３２２５  
 
 
１ 目  的 

  【社会福祉施設等の耐震化の促進】 

  災害時に自力で避難することが困難な高齢者、障害者や児童などが生活する

 社会福祉施設等の耐震化を促進するため、耐震診断に要する費用及び耐震化改

 修等に要する費用を助成する。 

 

２ 予 算 額 ２１８，２１２千円 

 
３ 事業概要 

（１）耐震診断に要する費用の助成            ４６，９４５千円 

   昭和５６年の改正建築基準法以前に建築された、社会福祉法人等が設置す

  る社会福祉施設等の耐震診断に要する費用を助成する。 

   ・補助施設数 ７４施設 

   ・補助限度額 ３００万円（保育所は１６６万円） 

   ・負担区分  県２／３ 設置者１／３ 

 

（２）耐震化改修等に要する費用の助成                １７１，２６７千円 

    国庫補助制度を利用して社会福祉施設等の耐震化改修等を行う社会福祉

  法人等に対して費用を助成する。 

   ・補助施設数 １２施設 

   ・負担区分  県１／２ 設置者１／２ 

          （保育所は県１／４ 市町村１／４ 設置者２／４) 
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埼玉県子育て応援行動計画の推進  

 
        担当 少子政策 課   企画・子育てムーブメント担当 内線 ３３２０ 

                  子 育 て 環 境 整 備 担 当  内線 ３３２２ 

                                   手当・ひとり親家庭支援担当 内線 ３３３８ 

                 子育て支援課   保育運営・幼保連携担 当  内線 ３３３０ 

                                   保 育 施 設 担 当   内線 ３３２８  

                    こども安全課  総 務 ・ 児 童 相 談 担 当 内線 ３３３５  

                                   養 護 担 当   内線 ３３３１  

   
１ 目  的 

   【誰もが子どもを生み育てることに喜びを感じられる社会づくり】 

 「すべての子どもの最善の利益」を目指して「子育ち」「親育ち」を支援するととも

に、地域全体での子育て支援を通じて、誰もが子どもを生み育てることに喜びを感じら

れる社会づくりを進めるため、「埼玉県子育て応援行動計画」（後期計画）（平成２２

年度～２６年度の５か年計画）に基づき、待機児童の解消や子育てムーブメントの醸成

などを進める。 

 

 

２ 予算総額     １６，２９７，５２９千円 

 

                                                 

３ 事業概要 

（１）保育所の待機児童の解消 

  ア 保育所の整備促進                ４，１５２，７２９千円  

    増加する保育需要に対応するため、認可保育所の整備を促進する。 

 

  イ 保育サービス施設の整備等促進          ２，２５７，３７８千円  

    認可外保育所の認可化移行や家庭保育室、保育ママの整備などを促進し、多様な

保育サービスの提供を促進する。 

 

  ウ 共働き世帯に対応する幼稚園の促進           １５，１２９千円 

    家庭保育室等に通う保育の必要な幼児を３歳児以降は幼稚園で受入れられるよう、

幼稚園の運営費や家庭保育室等との交流経費を助成する。 

 

  エ マンション内“家チカ”保育所の促進           ３，４６５千円 

    マンション建設に伴う保育需要に対応するため、入居者向けの認可保育所並みに 

質を確保した保育施設に運営費等を助成し、マンション事業者の保育施設設置を促

進する。 

 

（２）多様な保育サービスの充実 

  ア 特定保育等                      ７５，５５３千円  

    保護者がパート就労を行う場合に必要な保育を行う特定保育等に対して必要な経

費を補助する。 
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  イ 延長保育                    １，６７８，０４３千円  

    民間保育所において、１１時間の開所時間を超えて実施する延長保育に対して、

必要な経費を補助する。 

 

  ウ 一時預かり事業                   ２８８，０７０千円  

    家庭において、一時的に保育を受けることが困難になった乳幼児を一時的に預か

り、必要な保護を行う一時預かり事業に対して、必要な経費を補助する。 

 

  エ 病児・病後児保育                  １３９，６２４千円  

    病気や病気回復期にあり集団保育が困難な児童を、保護者が仕事の都合で休めな

い時に一時的に預かる病児・病後児保育に対して、必要な経費を補助するとともに、

医療機関等が設置する病児保育室に対して助成する。 

 

  オ 安心・元気！保育サービス支援            ９１４，７００千円  

    特に手厚い支援が必要な一歳児保育を担当する保育士の加配や０歳児の年度途中

入所に対応するための保育士配置を支援し、子どもが安心・元気に過ごせる保育環

境を整備する。 

 

（３）保育の人材確保等                 １，０２６，８７７千円 

   保育士資格を持ちながら、保育所で勤務していない潜在保育士の就業等を支援する

「保育士・保育所支援センター」の設置、家庭保育室等の保育従事者の保育士資格取

得支援、保育士の処遇改善を実施し、保育士の人材確保対策を推進する。 

 

（４）放課後児童クラブの充実              ３，４５６，９３０千円 

   共働き等で、昼間保護者のいない家庭の小学校低学年児童等の健全な育成を図る 

ため、遊びや生活指導等を行う「放課後児童クラブ」の運営に必要な経費を補助す 

るとともに、放課後児童クラブの整備を促進する。 

 

（５）地域子育て支援センターの充実           １，６７７，３５６千円 

   子育て中の親子が交流を深め、不安や悩みを相談したり、孤立を解消できる子育て

支援センターの設置を促進する。 

 

（６）保育所・幼稚園の親支援事業の推進             ６，９７０千円 

   保育所・幼稚園で保護者の保育参加を促進し、親の養育力向上を図る。 

 

（７）子育てムーブメントの醸成 

  ア パパ・ママ応援ショップ事業の推進           １３，７８９千円  

    子育て世帯への優待制度である「パパ・ママ応援ショップ」事業や乳幼児連れの 

   外出を支援する「赤ちゃんの駅」登録事業をさらに充実させ、「子育てムーブメント」 

   の社会全体への浸透を図る。 

 

  イ 父親の育児の推進                    １，３３０千円 

    地域子育て支援拠点や児童館等で、父親の子育て意識の向上を図るため、学習の

機会を設ける。 
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（８）児童虐待防止・児童養護対策の充実 

  ア 児童虐待の早期発見・早期対応の推進          

  （ア）児童虐待防止対策の推進              ２１２，４８８千円 

 児童虐待の芽を早期に摘むため、市町村職員等に対する専門的な研修や、モデ

ル市を指定し効果的な虐待防止に取り組むなど、市町村の体制を強化する。また、

児童相談所の機能を強化し児童虐待通告への適切な対応を行う。 

 

（イ）児童虐待の発生予防、早期発見・早期対応        ５３，６０７千円 

要保護児童を早期に発見し、適切かつ継続的な支援を行うため、児童相談所の

機能を充実するとともに、市町村が担う「要保護児童対策地域協議会」の運営や

児童相談機能について積極的な支援、援助を行い、強化を図る。 

  

  イ 家族再統合の取組強化                 ３３，５８６千円 

    虐待（再発）防止のために、児童相談所の心理・家族支援担当の機能を強化する。 

    また、「家族支援プログラム」を用いて、虐待などにより施設に入所した児童を

安全に家庭環境に戻す家族再統合を進める。 

 

  ウ 家庭的養護の拡充                  １２６，７５８千円 

    里親委託等推進員の配置や里親制度の普及・啓発により、里親委託を推進する。 

 

  エ 児童福祉施設入所児童のケアの充実          １６３，１４７千円 

    施設において個々の児童に応じたきめ細かいケアが可能となるよう職員の増員や

雇用の継続を支援し、ケア体制の充実を図る。 

    また、職員による不適切な処遇や児童間の暴力等を防止するため、人権意識を高

める取組を支援する。 

 
 

埼玉県子育て応援行動計画（平成２２年度～平成２６年度） 

主な指標の現状値と目標値 
       

内  容 
計画スタート時 

（20年度） 
24年度末見込 25年度末見込 

目標値 

(26年度) 

 

 

  

 

  

 

 

 保育所受入枠 77,220人 89,822人 92,922人 86,630人 

 放課後児童クラブ 882か所 1,078か所 1,095か所 1,038か所 

 地域子育て支援センター 270か所 457か所 474か所 451か所 

    ※ さいたま市、川越市分を含める。 
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埼玉県高齢者支援計画の推進  
 

担当 高齢介護課 総務・高齢企画担当 内線   ３２４５  
総合支援サービス担当 内線   ３２５６  
施 設 整 備 担 当  内線   ３２６０  

    施設・事業者指導担当 内線   ３２４７ 

介 護 保 険 担 当  内線   ３２６４ 

介 護 人 材 担 当  内線   ３２３２ 

認知症・虐待防止担当 内線   ３２５１  
社会福祉課  施 設 指 導 担 当  内線   ３２２５  

 
１ 目  的  
  【高齢者支援計画に基づく介護サービス基盤の整備等】  
  高齢者の誰もが、住み慣れた家庭や地域で健康で安心して心豊かにすごせる

地域社会の実現をめざす。 

  「埼玉県高齢者支援計画（計画期間：平成２４年度～平成２６年度）」に基

づき、在宅介護サービスの充実や特別養護老人ホーム等の施設整備などを推進

する。  
 
２ 予算総額     ６３，５６０，６２８千円  
 
３ 事業概要  
（１）高齢者の健康・いきがいづくり  
  ア 高齢者社会活動推進事業             ９２，０３３千円 

    彩の国いきがい大学の運営等により、地域活動のリーダー養成、活動情

報や活動の場の提供など、高齢者の社会活動を支援する。  
 
  イ 高齢者いきいきライフ推進事業費          ７，８８５千円  
    彩の国プラチナフェスティバル等の事業を通して、高齢者の社会参加の

促進、いきがいの高揚を図る。  
 
  ウ 老人クラブ活動助成費              ５３，１００千円  
    老人クラブ等が実施するボランティア活動、教養活動、健康増進活動等

の経費を補助する。  
 
（２）生涯を通じた健康の確保  
  ア コバトンお達者倶楽部支援事業（新規）      ２５，０９０千円  
    「閉じこもり」を防止するため、高齢者が目標をもって気軽に外出する

ことに取り組める仕組みを構築し、健康を維持する生活習慣を醸成する。 
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 イ 介護予防普及促進費                ２，４５１千円  
    市町村における効果的な介護予防事業の実施を支援するとともに情報

   共有やネットワークづくりを目的として研修や意見交換を行う。 

 

（３）認知症対策と虐待の防止  
 
   ア 認知症の人にやさしい地域づくり推進事業費     ７，７０２千円  
    認知症になっても地域で安心して暮らせる社会をつくるため、認知症サ

ポーターや認知症かかりつけ医の養成や成年後見制度の充実等を図る。 

   
   イ 高齢者虐待対策事業                ３，６５５千円  
    高齢者の人権を損なう高齢者虐待に対応するため、「高齢者虐待対応専

門員」の養成や啓発のためのセミナー等を行う。  
   
（４）地域包括支援センターの機能強化  

ア 埼玉県地域包括ケアシステム支援人材バンク事業(新規)４，６８０千円

 地域で確保が困難な弁護士や精神保健福祉士等の専門職を県が創設す

る人材バンクに登録し、地域包括支援センター等が開催する地域ケア会議

に派遣することにより、効果的な会議の開催を支援する。 

 

  イ 地域包括支援センター機能強化事業費（一部新規）  ５，２１８千円  
    地域包括支援センターの機能強化や責任主体である市町村の基幹機能

及び支援能力の向上を図る研修を実施する。 

 
（５）介護保険施設等の整備  
  ア 特別養護老人ホーム等整備促進事業     ４，２０７，２７４千円  
    特別養護老人ホームの創設・増床整備等を促進するため、整備を行う社

会福祉法人に対し整備費を補助する。  
 
  イ 介護基盤緊急整備等特別対策事業      ２，７６０，９３８千円  
    小規模多機能型居宅介護事業所などの小規模施設等の整備に要する工

事費、及び既存施設のスプリンクラーの設置費用に対する補助を行う。  
 

ウ 施設開設準備経費等支援事業        ２，０５１，６００千円  
  特別養護老人ホーム等介護施設の円滑な開設のため、施設の開設準備に

要する経費に対する補助を行う。  
 
  エ 民間社会福祉施設整備促進事業         ２６２，８９３千円  
    社会福祉施設の建設に際し社会福祉法人等に整備資金の貸付を行うと 

 ともに、その償還金及び利子を補助する。 
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（６）人材の確保・育成  
  ア 介護人材確保定着推進事業            ７１，８７０千円 

    介護福祉士等の資格を持ちながら介護の現場を離れている方に研修を

   実施し介護保険施設等に再就職させる。 

 

    イ 介護職員養成確保事業             １９９，９９９千円 

    介護職員確保のため介護経験のない人を介護保険施設等で一定期間雇

用し実務研修とともに介護資格の取得を支援する。 

 
  ウ 介護職員医療的ケア等実施強化事業        ２６，６４１千円 

    特別養護老人ホーム等の介護職員がたんの吸引の医療的ケアを実施で 

   きるようにするための研修等を実施する。 

 

（７）介護保険財政の安定確保             ５３，７７７，５９９千円 

   市町村の介護保険給付及び地域支援事業に要する費用の所定割合を負担す

  るとともに、介護保険財政の安定化を図るため、基金を管理し、資金の交付・

  貸付事業を行う。 
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埼玉県障害者支援計画の推進 
 

担当   障害者福祉推進課    自 立 支 援 医 療 担 当    内線 ３２９５ 
社 会 参 加 推 進 担 当    内線 ３３０９ 
就 労 移 行 支 援 担 当    内線 ３３１１ 
障害者芸術・文化担当   内線 ３３１２ 

障害者計画・団体担当   内線 ３２９４ 
障害者自立支援課    市 町 村 支 援 担 当    内線 ３３１９ 

地 域 生 活 支 援 担 当    内線 ３３１７ 
施設整備・法人指導担当    内線 ３３１３ 
施 設 支 援 担 当    内線 ３３１４ 

福 祉 政 策 課    発 達 障 害 対 策 担 当    内線 ３５６７ 
社 会 福 祉 課    施 設 指 導 担 当    内線 ３２２５ 

１ 目 的 
  【「共生社会」の実現を目指した障害者施策の推進】 
  障害者の自立と社会参加を支援し、障害のある人が社会の構成員として障害の

ない人と分け隔てられることなく、地域の中で共に育ち、学び、生活し、働き、

活動できる社会＝「共生社会」の実現を目標とする「埼玉県障害者支援計画（計

画期間：平成２４年度～平成２６年度）」に基づき、障害者施策の推進を図る。 
 
 
２ 予 算 額     ２２，３４４，６３５千円 
 
 
３ 事業概要 
（１）障害者の地域生活支援                                  
  ア ホームヘルプサービス事業          ２，１５８，４８２千円 
    障害児（者）の家庭を訪問し、入浴等の介護、家事援助等を行う事業を実

施する市町村に対して、その経費の一部を負担する。 
 
  イ 心身障害児通園訓練事業             ８２７，９０７千円  

     在宅の障害児が通園して、日常生活の基本動作、集団生活への適応促進の

ための指導・訓練を受ける事業を実施する市町村に対して、その経費の一部

を負担する。 
 
  ウ 障害児（者）短期入所事業            ２５９，２３０千円  
    障害児（者）のいる家庭において、介護者の病気等で介護が困難になった

場合に、障害児（者）を一時的に施設等に入所させ、介護等を行う事業を実

施する市町村に対して、その経費の一部を負担する。 
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  エ 障害者施設等自立支援給付費        １２，３８４，２７０千円 

        障害者が施設等において障害福祉サービスを受けた時に、自立支援給付費 

   を支出する市町村に対して、その費用の一部を負担する。 

 

  オ 地域活動支援センター助成事業          ２７２，７３５千円  
    障害者を対象に、創作的活動又は生産活動の機会の提供や社会との交流の

促進を図るため地域活動支援センターの事業を行う市町村に対し、運営費助

成に要する経費の一部を補助する。 
 
  カ 市町村地域生活支援事業           １，０７０，３３１千円  
    相談支援、コミュニケーション支援等の多様な事業を総合的に実施する市

町村に対し補助する。 
 
  キ 障害者地域移行ステップアップ事業          １，９４０千円  
    精神科病院やグループホームなどを出て自立した生活を始めた障害者に、

日常生活上の助言や、社会参加に向けた支援を行う。 
 
  ク 精神障害者地域移行支援事業            １５，１６７千円  

精神科病院に入院している精神障害者のうち、受け入れ条件が整えば退院

可能である者に対し、早期に退院して地域で自立した生活ができるよう、精神

科入院経験者などのピアサポーターの協力を得て、入院患者の退院意欲の向上

を図り、病院から地域への移行を促進する。 
 

ケ グループホーム等整備促進事業          ２１３，１５９千円 
    社会福祉法人等が設置するグループホーム・ケアホーム、児童デイサービ

ス事業所の整備費の一部を補助する。                    

 
  コ グループホーム等事業助成費         １，３４９，８４６千円  
    障害者に対し、グループホーム等のサービスを提供する市町村に運営費等

を補助（負担）する。 
 
  サ 障害児（者）福祉施設等施設整備事業     ２，６１２，５０５千円  
    社会福祉法人、医療法人等が設置する障害者施設の整備費の一部を補助す

る。 
 
  シ 独立行政法人福祉医療機構借入金利子補助      ２０，２８３千円  
    障害者福祉施設の整備に際し、独立行政法人福祉医療機構から建築資金、

設備資金等を借り入れた社会福祉法人及び公益法人に対して、その利子の一

部を補助する。 

 

  ス 民間社会福祉施設整備促進事業          ６９０，５３４千円  
    障害者福祉施設の建設に際し、社会福祉法人等に整備資金の貸付を行うと

ともに、その償還金及び利子または整備費を補助する。 



- 26 - 

  セ 発達障害児・者への支援             １８１，５３２千円  
    発達障害の早期発見・早期支援を充実させるため、人材の育成、親への支

援、診療・療育体制の強化に引き続き取り組む。また、小学校就学前から就

学後に継続した支援を実施するため、幼稚園・保育所と小学校の意見交換や

事例検討を行う場を設定する。 
 

（２）障害者の就労支援 
  ア 障害者社会復帰・訓練支援センター事業       １１，２３２千円  
    障害者の一般就労を促進するため、埼玉県総合リハビリテーションセン

ターが就労移行支援事業所を訪問し、就労支援の方法や運営に関する助言を

行うとともに研修会を開催する。 

 
  イ 障害者就労定着支援事業               １，５２６千円  
    施設から退所し、一般就労した障害者の職場への定着を図るため、退所後

６か月間施設の指導員が定着に必要な支援を行う。 
 
  ウ 障害者就業・生活支援センター事業         ６８，３２０千円  
    雇用・福祉・教育等の関係機関と連絡調整を行い、障害者の就業及び就業

に伴う生活上の支援を一体的に行う。 
 
  エ 障害者就労施設支援事業              ２５，０３６千円  

障害者が働くことを実感し、地域で経済的に自立した生活を送るため障害

者就労施設を支援し、利用者の工賃向上を図る。 

 
  オ 障害者就労施設・シニア世代連携事業        １６，３１１千円  

経営の経験が豊かなシニアと障害者就労施設を県がつなぐことにより、収

益性のある授産事業に転換するための新しいビジネスモデルを構築する。 
 
（３）障害者の社会参加支援 
  ア 身体障害者補助犬育成事業             １４，９０９千円  

身体障害者の社会参加に資するため、身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬

及び聴導犬）の育成及び給付を行う。 
 
  イ 障害者芸術・文化活動の推進           １２，４６２千円  
    埼玉県障害者アートフェスティバルを開催し、障害者が取り組む文化・芸

術活動を広く紹介する。 

 

（４）障害者への災害対策支援 
  ア 障害児（者）福祉施設等防災拠点スペース整備   １３６，９１８千円  

障害児（者）施設において福祉避難所の指定を受けるため、受入スペース

の整備に要する費用を社会福祉法人等に助成し、障害者向けの福祉避難所の

設置促進を図る。 
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